
人手不足

１-1　自社または取引先における人手不足の影響の有無について 生駒の調査企業数＝ 34

生駒 全国 近畿
自社の人手不足の影響が出ている 1 7 20.6 31.5 29.5
取引先の人手不足の影響が出ている 2 4 11.8 11.5 7.4
今のところ影響は無いが、今後自社の人手不足の影響が懸念される 3 5 14.7 30.1 29.5
今のところ影響は無いが、今後取引先の人手不足の影響が懸念される 4 2 5.9 11.3 8.7
影響はない 5 19 55.9 28.8 32.2

合計 37 108.9 113.2 107.3

１-2　人手不足による具体的な影響について（1-1で1、2、3、4と回答した方）

生駒 全国 近畿
売上維持・売上増への対応が困難（営業時間の維持が困難、受注機会の損失等） 1 8 23.5 53.1 51.5
業務・サービスの質の低下（納期の遅れやミスの発生、クレームの増加等） 2 8 23.5 45.7 45.5
新規事業や事業拡大計画の停滞 3 2 5.9 21.3 18.2
従業員の時間外労働の増加（人件費の増加）や休暇取得の減少 4 5 14.7 48.1 49.5
技術・ノウハウの伝承が困難（従業員の教育訓練（能力開発）機会の減少 5 3 8.8 26.8 22.2
外注の難航（受注を断られる、納期の後ろ倒し等） 6 1 2.9 13.2 8.1
仕入先・外注先による製品・サービスの値上げ 7 2 5.9 12.4 9.1
その他 8 0 0.0 1.8 1.0

合計 29 85.2 222.4 205.1

１-3　人手不足への対応について（1-1で1、2、3、4と回答した方）

生駒 全国 近畿
業務の外注化 1 4 11.8 26.9 31.6
委託していた業務の内製化 2 1 2.9 4.2 5.3
設備投資の実施（機械化、自動化、ＩＣＴの活用等） 3 3 8.8 17.4 14.7
既存従業員の多能工化・兼任化 4 3 8.8 53.4 46.3
離職防止や新規人材獲得のための労働条件（賃金・待遇等）の改善 5 1 2.9 38.4 33.7
採用活動の拡大（募集対象、募集期間、採用エリア、募集方法等の拡大） 6 4 11.8 51.0 57.9
事業の縮小（営業時間お短縮、製品・サービスの絞り込み等） 7 4 11.8 7.7 10.5
事業の休業・廃業 8 0 0.0 1.4 1.1
その他 9 0 0.0 2.1 0.0

合計 20 58.8 202.5 201.1

１-1　自社または取引先における人手不足の影響の有無について

1 自社の人手不足の影響が出ている
2 取引先の人手不足の影響が出ている
3 今のところ影響は無いが、今後自社の人手不足の影響が懸念される
4 今のところ影響は無いが、今後取引先の人手不足の影響が懸念される
5 影響はない

１-2　人手不足による具体的な影響について（1-1で1、2、3、4と回答した方）

1 売上維持・売上増への対応が困難（営業時間の維持が困難、受注機会の損失等）
2 業務・サービスの質の低下（納期の遅れやミスの発生、クレームの増加等）
3 新規事業や事業拡大計画の停滞
4 従業員の時間外労働の増加（人件費の増加）や休暇取得の減少
5 技術・ノウハウの伝承が困難（従業員の教育訓練（能力開発）機会の減少
6 外注の難航（受注を断られる、納期の後ろ倒し等）
7 仕入先・外注先による製品・サービスの値上げ
8 その他

１-3　人手不足への対応について（1-1で1、2、3、4と回答した方）

1 業務の外注化
2 委託していた業務の内製化
3 設備投資の実施（機械化、自動化、ＩＣＴの活用等）
4 既存従業員の多能工化・兼任化
5 離職防止や新規人材獲得のための労働条件（賃金・待遇等）の改善
6 採用活動の拡大（募集対象、募集期間、採用エリア、募集方法等の拡大）
7 事業の縮小（営業時間お短縮、製品・サービスの絞り込み等）
8 事業の休業・廃業
9 その他

比率（％）

比率（％）

比率（％）

【人手不足の影響と対策ついてのコメント】

人手不足の影響について、生駒市内企業においては、「影響はない」との回答が半数以上を占め、全国および近畿に比べて影響を受けている企業の割合は少な

い。影響を受けている企業にとっては、全国および近畿と同様に、「受注維持・売上増への対応が困難」、「業務・サービスの質の低下」の割合が大きい。人手不足の

対策としては、全国および近畿では「設備投資の実施」、「採用活動の拡大」と積極的な対策の割合が大きいのに対して、生駒市内企業では、「業務の外注化」、「事業

の縮小」の割合が大きく、対応がやや消極的である。コメントからは、従業員の高齢化が進み、若手従業員の確保の必要性を感じている様子が伺える。
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価格転嫁

2-1　商品・製品・サービスにおけるコスト増加分（人件費、仕入価格等）の価格転嫁の動向について 生駒の調査企業数＝ 34

生駒 全国 近畿
全く転嫁できていない 1 13 38.2 32.4 29.7
価格転嫁できたのは半分に満たない 2 8 23.5 25.1 28.3
半分以上は価格転嫁できている 3 3 8.8 20.5 23.4
全て価格転嫁できている 4 3 8.8 7.1 9.7
コストが増加していないため、転嫁する必要がない 5 7 20.6 14.9 9.0

合計 34 99.9 100.0 100.1

2-2　価格転嫁できない要因について（2-1で1、2、3と回答した方）

生駒 全国 近畿
販売先（取引先企業・消費者）の低価格志向が続いている（強まっている）ため 1 10 29.4 62.6 68.7
需要が減少しているため 2 6 17.6 27.7 22.6
競合他社が販売価格を上げていない（据え置き、値下げ）ため 3 10 29.4 51.0 54.8
予め取引価格を固定した長期契約により、足元のコスト増を反映できないため 4 3 8.8 13.2 15.7
その他 5 2 5.9 2.4 0.9

合計 31 91.1 156.9 162.7

2-1　商品・製品・サービスにおけるコスト増加分（人件費、仕入価格等）の価格転嫁の動向について

1 全く転嫁できていない
2 価格転嫁できたのは半分に満たない
3 半分以上は価格転嫁できている
4 全て価格転嫁できている
5 コストが増加していないため、転嫁する必要がない

2-2　価格転嫁できない要因について（2-1で1、2、3と回答した方）

1 販売先（取引先企業・消費者）の低価格志向が続いている（強まっている）ため
2 需要が減少しているため
3 競合他社が販売価格を上げていない（据え置き、値下げ）ため
4 予め取引価格を固定した長期契約により、足元のコスト増を反映できないため
5 その他

比率（％）

比率（％）

【価格転嫁の状況と要因についてのコメント】

価格転嫁について、生駒市内企業においては、全国や近畿に比べて、「全く価格転嫁できていない」と回答した企業の割合が大きく、「半分以上は価格転嫁できている」

と回答した企業の割合が小さい。価格転嫁できない要因としては、全国および近畿と同様に生駒市内企業においても「販売先の低価格志向が続いている」、「競合他社

が販売価格を上げていない」と回答した企業の割合が大きい。仕入価格が上昇しても厳しい市場環境の中で、なかなか値上げができない状況にあることがわかる。コメ

ントを見ると、値上げによる客数の減少を心配する企業がある一方、価格よりも品質重視で経営している企業もある。小規模事業者にとっては、お客様にしっかり自社の

商品・サービスの価値を伝えたり、価値を高めることで値上げのできる環境を作り上げることが重要である。
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